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新技術・新工法の必要性

現在の社会的背景として、公共事業に対しては、良質な社会資本整
備のための品質確保、厳しい財政事情を背景としたコスト縮減、環
境制約の一層の高まり、社会資本の適切な維持管理の推進等の様々
な課題がある。公共事業を行う立場としては、課題を克服して、より
良い公共サービスの提供が必要である。

しかしながら、標準積算の対象となるような従来の技術・従来工法で
は課題を解決できない場合がある。こういった場合のためにも、民間
企業等により開発された、今までに無い新しい新技術や新工法を活
用することで、さまざまな課題を克服していくことは必要なことである。
そうしたことから、現在新技術や新工法を積極的かつ円滑に活用で
きるようにするための制度が整備されてきている。



新技術・新工法の活用に関する制度について

１．新技術情報提供システム（NETIS【ネティス】）

　国土交通省が整備した新技術情報提供システムである。新技術の活用のため、新技術に関わる情報

の共有及び提供を目的として、国土交通省のイントラネット及びインターネットで運用されるデータベー

スシステムである。全国を対象とした多数（約４０００件）の情報が登録されている。

２．新技術活用支援施策

　前述のＮＥＴＩＳのうち、活用が進んでいて、試行的な特記仕様書例、積算資料及び施工管理基準等

の技術資料が提供されている新技術である。（現在１３６技術）

３．福岡新技術・新工法活用促進制度

　上記の国土交通省が整備している新技術に関するシステムとは別に福岡県が整備している制度であ

る。愛称は「福岡新技術・新工法ライブラリー」である。



ＮＥＴＩＳとの違いについて

NETISには、全国を対象とした多数（約4,000件）の情報が登録されてい

る。福岡県内で活用できる技術もあり現在活用している事例もある。し
かし、県内で提供不可能な新技術や遠方のため対応に時間を要する新技
術も含まれている。　

一方、福岡新技術・新工法活用促進制度での登録者は、福岡県内に本社、
支社等を有する法人であるため、現場活用時の迅速な対応が期待できる。
また、全国規模では申請を躊躇するような比較的小規模な企業でも、心
理的に申請しやすいので、今後も県内で活用できる新技術・新工法が増
えることも期待できる。



福岡新技術・新工法活用促進制度の説明①

新技術・新工法の定義について

福岡県県土整備部事業において標準的に
使用され、標準積算の対象となる技術・工
法以外の技術・工法のことをいう。

＊ただし、以下のものを除く

（１）　廃棄物の再資源化に関するもの

（２）　技術に係る特許権等知的財産権の権利の侵
　　

　　　 害等があるもの



参考資料・福岡県リサイクル製品認定制度

詳細な情報については、福岡県ホームページ

（http://www.pref.fukuoka.lg.jp）より検索できます。



福岡新技術・新工法活用促進制度の説明②

新技術・新工法についての情報について

申請情報

　　　県土整備部事業で活用が可能な新技術・新工
法に関する情報である。広報的な性質を有する。

　　

基準適合情報

　　　県土整備部事業で活用が可能であり、かつ、
積極的に活用したいとしている新技術・新工法に
関する情報である。　　



制度の流れ　



制度の流れ①

＊公募要件の審査とは、新技術・
新工法活用促進制度実施要領

第３条、４条を満足するかどうか
の審査である。（詳細は後述）

＊公募要件の審査とは、新技術・
新工法活用促進制度実施要領

第３条、４条及び５条を満足する

かどうかの審査である。（詳細は
後述）



制度の流れ②



新技術・新工法活用促進制度実施要領　その１

（新技術等の定義）
第３条本制度における新技術等とは、実用化されていて、県土整備部事業に活用が可
能な新技術・新工法とする。ただし、次の各号に該当する新技術等は本制度の対象か
ら除く。
（１） 廃棄物の再資源化に関するもの
（２） 技術に係る特許権等知的財産権の権利の侵害等があるもの
２ 「実用化」とは、利用者の求めに応じて当該技術を提供可能な状態にあるものをい
う。

（申請者）
第４条本制度に申請することができる者は、次の各号すべてに該当する者とする。
（１） 新技術等の技術開発者又は技術行使権原を有するもの
（２） 県内に本社、支社、営業所、製造工場のいずれかがある企業等の法人である。



新技術・新工法活用促進制度実施要領　その２

（申請者の欠格要件）
第４条の２ 本制度に申請することができる者は、次の各号のいずれにも該当しないものとする。
（１） 　禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経

過しない者。
（２） 　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者。
（３） 　以下の法令若しくはこれらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当な行為防止等に関する法律の規定に

違反したことにより、又は刑法第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の三、第二百二十二条若しく
は第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）の罪を犯したことによ
り、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は　　　その刑の執行を受けることがなくなった日から５年を
経過しない者

　　　１ 建設業法
　　　２ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
　　　３ 大気汚染防止法
　　　４ 騒音規制法
　　　５ 水質汚濁防止法
　　　６ 悪臭防止法
　　　７ 振動規制法
　　　８ 土壌汚染対策法
　　　９ 砂利採取法
　　　10 採石法
　　　11 福岡県土砂埋立て等による災害の発生の防止に関する条例
　　　12 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律
　　　13 その他建設工事の施工等に関する諸法令に違反し不適当であると認められるもの
（４） 　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号のいずれかに該当するも

の。
（５） 法人でその役員又は第６条第９項に定める使用人のうちに、（１）から（３）までのいずれかに該当する者のあるもの。
（６） 個人で第６条第９号に定める使用人のうち、（１）から（３）までのいずれかに該当する者のあるもの。



新技術・新工法活用促進制度実施要領　その３

（技術基準の定義）
第５条本制度における技術基準とは、次の各号に定める基準とする。
（１） 申請時において、新技術等の技術の成立性が技術を開発した民間事業者等に
　　より実験等の方法で確認されている。
（２） 新技術等の適用範囲内において従来技術等と比較して優位である。ここで、
　　新技術等と従来技術等を比較する項目は、コスト縮減、安全性向上、施工性向上、品

質向上、環境保全等である。ただし、コスト縮減の対象費用は、工事費、維持管理費、
補修費に限る。

（３） 適合条件、適用範囲、県土整備部事業でのニーズ、法令・基準対応等が明確
である。

２ 「技術の成立性」とは、論理的な根拠があり、技術的な事項に係る性能、機能等が当該
技術の目的や県等が定める基準等を満足することをいう。

３ 「従来技術等」とは、県土整備部事業において標準的に使用され、標準積算の対象とな
る従来技術・従来工法をいう。



ＨＰでの閲覧と活用



ＨＰでの閲覧と活用①　（http://f-tec.jpn.org/）



ＨＰでの閲覧と活用②



ＨＰでの閲覧と活用③



ＨＰでの閲覧と活用④



ＨＰでの閲覧と活用⑤



ＨＰでの閲覧と活用⑥ （タフグリーン工法（その１）



＜施工方法＞
ﾗｽ金網を使用せずに基盤材吹付 吹付は1:0.3の急勾配まで可能 侵食防止マットで基盤を保護

ＨＰでの閲覧と活用⑦ （タフグリーン工法（その２）



＜施工事例＞
　　施工前（風化花崗岩） 施工後１年３ヶ月経過 周辺からの侵入種（ヤマハゼ）

ＨＰでの閲覧と活用⑧ （タフグリーン工法（その３）



ＨＰでの閲覧と活用⑨

記載されている以上の、資料等（積算資等）が必要な場合には、直接問い合わせ先に連

絡してもらうことになる。

＊問い合わせ先は、「基本情報」というシー トに記載されている。



最後に

１．今後の課題
●制度創設してから、３年度目であるので、国土交通省や

他の都道府
　 県を参考にして、改善を図っていくこと。
●試行工事、フィールド工事等の制度化の検討。

２．参考となるＨＰ
●福岡新技術・新工法ライブラリーＨＰ　
　 http://f-newtec.jpn.org/
●NETIS 新技術情報提供システムＨＰ　

http://www.netis.mlit.go.jp/


